
総　論
日米両国は、基本的価値及び戦略的利益を

共有する同盟国である。戦後60年以上にわ
たり、日本及び極東地域に平和と繁栄をもた
らしてきた日米安全保障体制を中核とする日
米同盟は、日本の外交・安全保障の基軸であ
り、アジア太平洋地域のみならず、世界の安
定と繁栄のための公共財となっている。

日米両国は緊密に連携しており、二国間の
みならず、北朝鮮、ミャンマーなどといった
アジア太平洋地域における課題、さらには、
アフガニスタン・パキスタン支援、イランの
核問題などグローバルな課題について、責任
と役割を分担しながら共に取り組んできてい
る。

厳しさを増すアジア太平洋地域の安全保障
環境や、欧州金融危機などを始めとする世界
経済の現状など、変化の激しい国際情勢に
あって、両国の同盟はその重要性をますます
高めている。また、東日本大震災に際して
も、「トモダチ作戦」を始め、日米同盟の意
義が改めて確認された。

これまで日米首脳・外相間で繰り返し一致
してきているとおり、日米両国は2011年を

通じ、日米安全保障協議委員会（「2+2」閣
僚会合）の開催を含め、安全保障、経済、文
化・人的交流を中心に同盟深化の方策につい
て議論を深めてきた。また、米国がアジア太
平洋地域におけるコミットメントを強化する
姿勢を明確にする中、日米両国はASEAN関
連外相会議、APEC、EAS等の機会を捉え、
アジア太平洋地域での豊かで安定した秩序作
りに一貫して取り組んでいる。

日本とカナダは、基本的価値を共有するア
ジア太平洋地域におけるパートナー及びG8
のメンバーとして、政治・経済・安全保障・
文化など幅広い分野で密接に協力している。

2011年には、電話会談も含め日加首脳会
談が3回実施されたほか、外相会談も1回実
施され、首脳・外相間でも緊密な連携が図ら
れた。また、秋以降、経済関係閣僚が相次い
で来日するなど、閣僚レベルの要人訪問も活
発であった。日加EPAに関しては、その可
能性に関する共同研究が3月に開始され、東
日本大震災による影響はあったものの、交渉
開始を目指した取組が進められた。

第２節

北　米

80

第２章 地域別に見た外交



各　論

	 1	 米国

（1）日米政治関係

日米両国間では、日本の外交・安全保障の
基軸である日米同盟を、首脳・外相レベルを
始め、あらゆるレベルでの信頼関係強化と緊
密な政策協調を通じ、深化・発展させてきて
いる。

2011年1月、前原外務大臣は米国を訪問し、
「アジア太平洋に新しい地平線を拓

ひら

く」と題
する講演、日米外相会談、バイデン副大統領
への表敬等を行った。前原外務大臣はこの講
演において、日米両国に課せられた最優先の
課題は変革期のアジア大洋州地域における新
しい秩序形成に取り組むことであるとし、具
体的には、EASの役割の拡充・強化や、
APECにおける連携、成熟した民主主義や市
場経済を共有する国々との連携強化による協
力システムの構築などを挙げた。また、日米
外相会談では、同盟深化の中身を詰めていく
ことを再確認し、強固な日米同盟に基づき、
アジア太平洋の平和と繁栄の観点から地域の
諸課題について緊密に連携していくことで一
致した。

3月11日の東日本大震災に際し、日米両国
は緊密に連携し、未曽有の危機への対応に当
たった。発災から僅か1時間半後、米国は諸
外国に先駆け、支援の用意がある旨日本政府
に対して伝え、松本外務大臣は11日中に正
式に支援を要請した。15日には、パリでの
G8外相会合の際に日米外相会談が行われ、
復旧・復興に向けた日米連携を中心に、緊密
な意見交換が行われた。具体的には、松本外
務大臣は、震災及び東京電力福島第一原子力
発電所事故に対する米国の支援に対し謝意を

表明したのに対し、クリントン国務長官は、
米国政府は日本が必要とするいかなる支援も
惜しまないと述べ、震災支援に対する米国の
コミットメントを改めて強調した（第2章第
2節コラム「東日本大震災に際しての米国の
支援」参照）。

その1か月後の4月17日、クリントン国務
長官は日本との強い絆を示すため日本を訪問
した。日米外相会談において、両大臣は、原
発事故に関して引き続き緊密に協力していく
ことで一致するとともに、復興に関する日米
官民パートナーシップの推進を発表した。松
本外務大臣は、同発表及び米国の諸外国に先
駆けた日本への渡航制限緩和が、日本経済に
とって前向きなメッセージであると評価した
のに対し、クリントン国務長官は、米国から
の連帯のメッセージを日本国民に伝え、また
日本がビジネス・旅行先としてオープンであ
ることを米国民に伝えることが来日の目的で
あると応答し、日本が「営業中（Open for 
Business）」であることを内外に強く示した。

同月29日、松本外務大臣は、米国政府及
び米国民からの様々な支援・お見舞いに対
し、直接感謝の意を表明するとともに、震災
後の対応で一層緊密化した日米同盟を更に深
化・発展させるため、就任後初めての二国間
訪問として米国を訪問した。外相会談におい
て、両大臣は、復興に関する日米官民パート
ナーシップにおける日米両国の協力の進め方
について一致した。また、両大臣は、震災以
外の事項についても、北朝鮮や中国などのア
ジア太平洋地域情勢、アフガニスタンや中
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東・北アフリカ情勢といったグローバルな課
題について議論を行った。

5月、G8ドーヴィル・サミット（於：フラ
ンス）に際して菅総理大臣は日米首脳会談を
行った。菅総理大臣は、米国からの支援への
謝意を示しつつ、日本は必ず復旧・復興して
世界の諸問題につき米国と連携し、一層力を
発揮していきたいと述べ、引き続き日米同盟
を深化させていく意思を伝えた。オバマ大統
領からは、強い日本は非常に重要であり、国
際社会における様々な問題に効果的に参加し
ていくというメッセージを評価したい、日本
の復興を支援していくとの応答があった。そ
の上で、両首脳は、日米関係の諸課題、さら
に中東情勢、アフガニスタン・パキスタン、
北朝鮮に関して意見交換を行った。

6月には、ワシントンにおいて、日米の外
務・防衛担当の4閣僚が集まり、日米安全保
障協議委員会（いわゆる「2+2」閣僚会合）
が開催された。この中で日米両国は、これま
での安保・防衛面における同盟深化の協議プ
ロセスの成果を確認するとともに、今後の日
米間の安全保障・防衛協力の方向性を示した

（第3章第1節1「日米安全保障体制」参照）。
こうした流れの中、7月、ASEAN関連外

相会議の際に行われた日米外相会談におい
て、両大臣は、今後「2+2」の成果を着実に
実施することが重要との認識で一致し、ま
た、地球規模の課題について引き続き日米で
協力すべく、米国が議長を務める2011年の
APECに向けて連携していくことを確認し
た。また、同会談前には、両大臣は金星煥韓
国外交通商部長官を交え、日米韓外相会合を
行った（第2章第1節1「朝鮮半島」参照）。

8月には、バイデン副大統領が来日し、菅
総理大臣との会談や被災地への訪問等を行っ
た。菅総理大臣との会談において、バイデン
副大統領は、米国が日本を支援したことは当

然のことであり、むしろなぜもっと日本を支
援できなかったかと悔やんでさえいると述
べ、米国と共にアジア太平洋地域の国家であ
り、また同盟国である日本の経済力・政治力
が極めて重要であることを強調した。また、
バイデン副大統領は仙台空港での演説におい
て、日本が「営業中（Open for Business）」
であることを改めて内外に示すとともに、日
本人の精神力を称賛し、日本が困難に直面し
た時、米国は必要なだけ日本を支え続けると
明確に述べ、被災地の人々を勇気付けた。

9月、野田政権が発足し、野田総理大臣は、
第178回国会における所信表明演説の中で、
日米同盟が日本の外交・安全保障の基軸であ
り、アジア太平洋地域のみならず、世界の安
定と繁栄のための公共財であることに変わり
はないと明言し、引き続き日米同盟を深化・
発展させていく意思を明確に示した。

同月、国連総会に出席した野田総理大臣及
び玄葉外務大臣は、それぞれ日米首脳・外相
会談を行った。玄葉外務大臣は、外相会談に
おいて、新内閣においても日米同盟が日本外
交の基軸であり、これを一層深化・発展させ
ていきたいと述べた。クリントン国務長官か
らは、日米は地域及び地球規模の課題に取り
組んでおり、米国としては、日米同盟を更に
強化する確固たる意志があるとの応答があっ
た。その上で、両大臣は安全保障、経済、文
化・人的交流や子の親権（第3章特集「ハー
グ条約」参照）などの二国間の課題、またア
ジア太平洋地域情勢・地球規模の課題も含
め、幅広い議題について議論した。

首脳会談においては、オバマ大統領から、
世界の二大経済国として、同盟国である日本
と生産的な話合いを行いたいと述べたのに対
し、野田総理大臣から、震災復興・原発事故
収束が最優先の課題であるが、発災以前から
の内政・外政上の課題を解決し、安定した政
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権を作るのが自分の使命であると述べ、震災
の際の米国からの支援を通じ、日米同盟が日
本外交の基軸であるという信念が揺るぎない
ものとなったと伝えた。両首脳は厳しさを増
す国際経済情勢についても意見を交わし、野
田総理大臣は、日米の経済が強くあることは
世界の繁栄・安定に重要であり、両国が経済
成長と財政再建を両立させるとともに、G20
等多国間枠組みを通じて緊密に連携していく
ことが重要であると述べ、欧州債務危機につ
いてはまずは欧州の迅速な対処が不可欠であ
るとの考えを示した。また、両首脳は、ホノ
ルルAPECで具体的な成果が得られるよう
緊密に協力していくことで一致した。

11月には、野田総理大臣及び玄葉外務大
臣がAPEC首脳会議及び閣僚会議出席のた
めハワイを訪れ、それぞれ日米首脳会談・外
相会談を行った。日米外相会談において、玄
葉外務大臣は、クリントン国務長官のアジア
太平洋政策に関する論文に言及し、民主的価
値を基盤に豊かで安定した世界を築くことが
自分の主要な外交目標の一つであり、日米両
国で様々な課題に対してリーダーシップを発
揮していきたい、その意味で、2011年の
APECやEASが重要であると述べた。その
上で、両大臣はAPEC、EAS、北朝鮮、ミャ
ンマーなどアジア太平洋地域情勢について率
直なやりとりを行った。

日米首脳会談においては、野田総理大臣か
らは、アジア太平洋地域における米国の存在
感が高まっていることに非常に勇気付けられ
ている、この地域における経済のルールや安
全保障秩序の構築などにおいて日米両国で緊
密に連携していきたいと述べた。また、野田
総理大臣から、TPP交渉参加に向けて関係
国との協議に入ることとしたとオバマ大統領
に伝えた（（2）日米経済関係参照）。そして、
両首脳は、EASを翌週に控え、EASを地域

の政治や安全保障の課題を扱う主要なフォー
ラムにすべきとの点で一致した（第2章第1
節6「地域協力・地域間協力」参照）。

また、同11月、オーストラリアへの米海
兵隊のローテーション展開の発表、EASへ
の初参加に具体化されたように、米国はアジ
ア太平洋地域を重視する姿勢を改めて明確に
した。オバマ大統領は、オーストラリア連邦
議会での演説において、米国が太平洋国家で
あり続け、アジア太平洋地域を最優先とし、
地域におけるプレゼンスを維持・強化する方
針を表明し、その中で日本を米国の同盟国と
して、アジア太平洋地域の安全における礎と
して位置付けると強調した。こうした米国の
表明に対して、玄葉外務大臣は、アジア太平
洋地域における日米協力を外交の柱の一つと
して位置付ける日本にとって大変心強い方向
性であると評価し、12月、就任後初となる二
国間の文脈での米国訪問に臨んだ。

玄葉外務大臣の米国訪問中、北朝鮮の金正
日国防委員長死去が発表された。これを受け
て、日米両国は迅速な意思疎通を図った。日
米外相会談では両大臣は北朝鮮情勢について
突っ込んだやりとりを行い、今回の事態が朝
鮮半島の平和と安定に悪影響を与えないこと
が重要であるとの認識を共有した。また、日
米及び日米韓で緊密に連携していくことを確
認するとともに、六者会合パートナーと緊密

就任後初の日米首脳会談に臨む野田総理大臣（左）とオバマ米国大統
領（9 月 21 日、ニューヨーク　写真提供：内閣広報室）
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に協調する必要があるとの見解を共有した。
また、翌20日朝には、野田総理大臣とオバ
マ大統領との間で日米首脳電話会談が行わ
れ、両国で緊密に連携していくことが確認さ
れた（第2章第1節1「朝鮮半島」参照）。

約2時間に及んだ外相会談では、朝鮮半島
情勢に加え、玄葉外務大臣から、様々な共通
の課題に中国を交えて取り組んでいくという
ことが重要であるとして、日米中対話を提唱
し、クリントン国務長官から賛同の意向が示
された。両大臣は対ミャンマー政策につい
て、両国が共通の目標の下で役割分担をしな
がら緊密に連携することでも一致した。ま
た、玄葉外務大臣からは震災復興の施策の一
環として、青少年交流事業「キズナ強化プロ
ジェクト」の立ち上げを紹介し、両大臣は
2012年の日米桜寄贈100周年を、日米交流を
深める機会としていくことで一致した。

（2）日米経済関係

世界経済情勢が変化する中、日米が、両国
経済のみならず、アジア太平洋地域経済、世
界経済の新たな成長を実現し、地球規模の課
題に対処するため、経済分野における協力を
更に強化していくことが重要となっている。

東日本大震災を受け、両国政府は、震災復
興に関する協力を進めている。4月17日の日
米外相会談後の共同記者会見では、米倉経団
連会長及びドナヒュー全米商工会議所会頭も
同席の上、松本外務大臣とクリントン国務長
官が震災後の復興に向けた官民パートナー
シップを進めていくことを発表した。その
後、同パートナーシップでは、当面、日本経
済に対する国際社会の信認を強化していくこ
とを目指し、まずは、風評被害を防ぎ、サプ
ライチェーンにおける日本の役割の減少の懸
念に歯止めをかけることに焦点を当てて協力

を進めていくこととし、そのような趣旨にか
なうイベントの後援や、米国ビジネス界への
説明会などを実施した。米国政府は、本パー
トナーシップの一環として、日本政府や日米
企業などの協力により、被災地の復興や日米
間の青年交流等を支援する「トモダチ・イニ
シアティブ」を主導し、その具体化を進めて
いる（第2章第2節コラム「東日本大震災に
際しての米国からの支援」参照）。

米国がAPEC議長を務めた2011年は、ア
ジア太平洋地域の更なる成長や、統合に向け
た連携が進んだ1年でもあった。2010年に
APEC議長を務めた日本は、ホノルルAPEC
成功に向けて米国と緊密に協力し、2011年
11月のホノルルAPECの際の日米首脳会談
では、オバマ大統領から、昨年の横浜APEC
以来の日本の取組や米国との協力に対し評価

日本人若手英語教員米国派遣事業（JUSTE）

2010年11月の日米首脳会談の際に発出された「日
米同盟深化のための日米交流強化ファクト・シート」
を受け、2011年、96名の日本人若手英語教員が米
国の大学に派遣された。本プログラムは、英語教育
の教授法を学ぶとともに、米国での人的交流やホー
ムステイを通じて米国の理解を深め、英語指導力、
英語によるコミュニケーション能力の充実を図るも
のであり、国民の幅広い層における相互理解の促進
にも資するものである。

日米外相共同記者会見に臨む玄葉外務大臣（左）とクリントン米国国務
長官（12 月 19 日、ワシントン）
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の言葉があった。両首脳は、アジア太平洋地
域の経済統合実現のため、APECを通じた協
力を日米で共に進めていくことで一致した。
また、同会談において、野田総理大臣から、
①日本政府として、TPP交渉参加に向けて、
関係国との協議に入ることとした、②2010
年11月に決定した「包括的経済連携に関す
る基本方針」に基づき高いレベルの経済連携
を進めていく、③今後交渉参加に向けて米国
を始めとする関係国との協議を進めたく、オ
バマ大統領の協力を得たい旨を伝え、オバマ

大統領からは、日本の決定を歓迎するととも
に、今後の協議の中で日本側と協力していき
たい旨の発言があった。これを受け、2012
年2月には、米国との協議を開始した。

幅広い分野での二国間の対話・協力も進ん
だ。2010年11月の日米首脳会談を受けて立
ち上げられた日米経済調和対話では、日米間
の貿易円滑化、ビジネス環境の整備等に取り
組むため、2011年に2回の事務レベル会合

（2～3月及び同7月）と1回（10月）の上級
会合を実施した。これらの会合を踏まえて、

米貿易赤字に占める対日比率の低下
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（%）

対日貿易赤字の比率は、1991年の58.4％を境に、1992年以降徐々に低下してきており、2010年には9.5％まで低下。
対中貿易赤字の比率は徐々に増加してきており、2010年には42.3％に達している。

（年）

日米投資関係

●米国は、日本にとって最大の直接投資先であると同時に、最大の対日直接投資国
●直接投資面での日米関係は極めて緊密
●「対日投資の促進」が課題（米の対外直接投資残高のうち対日はわずか2.9％（2010年））

日本の地域別対外直接投資残高
（2010年末）

日本の地域別対内直接投資残高
（2010年末）

米国の地域別対外直接投資残高
（2010年）

出所:日本銀行／米商務省

EU
49.8%

その他欧州 6.2%

カナダ
7.6%

日本
2.9%

中南米
18.5%

中国 1.5%

その他アジア・太平洋
11.2% その他 2.3%

EU
38.3%

米国
33.8%

中南米
11.0%

中国
0.2%

アジア（除く中国）
10.7%

その他 6.1%

米国
30.3%

EU
21.9%中南米

12.9%

中国
8.0%

アジア
（除く中国）
17.6%

その他
9.2%

85外交青書 2012

第２節北　米

第
２
章



2012年1月に発表された協議記録には、経済
分野の日米連携の一層の強化に向けて具体的
な進展があったことが示されている。このほ
か、クリーンエネルギー、レアアース、イノ

ベーション・起業、インターネット・エコノ
ミー、高速鉄道、科学技術等、日米両国の新
たな成長につながる分野での対話・協力も進
展している。

（3）米国情勢

ア	 政治
オバマ政権にとっての2011年は、外交・

安全保障面では国際的テロ組織・アル・カ
イーダトップであるウサマ・ビン・ラーディ
ン殺害（5月）、イラク駐留米軍の完全撤退
の実現（12月）等国民からの支持を集める
成果を上げる一方、内政面では多くの困難に
直面した1年であった。

大統領選挙を翌年に控えた政権にとり、景
気・雇用対策と財政赤字削減の両立は引き続
き内政上の最重要課題であった。2010年11
月の中間選挙の結果、ティーパーティー系 1

議員を含む保守派共和党議員の発言力が増大
した議会では、景気浮揚と弱者救済のため一
定の財政出動は不可避とする政権・民主党
と、小さな政府を志向し増税反対・社会保障
費を含む歳出の大幅削減を主張する共和党と
の間でしばしば議論が膠

こう

着した。その結果、
4月には連邦政府閉鎖（シャットダウン）の
危機が発生し、8月には連邦政府がデフォル
ト（債務不履行）に陥る可能性が高まるな
ど、深刻な事態が繰り返し生じた（イ経済

（イ）各論参照）。これらの危機はいずれも直
前で回避されたものの、現実のものとなれば
国民生活や国内外の経済に重大な影響を及ぼ
し得るものであった。このような危機を繰り
返し招いたことで、国民のワシントン政治に
対する不信感は一層高まり、オバマ大統領に
対する国民の支持率は一時政権発足以来最低

の40％にまで落ち込んだ。
2012年11月の大統領選挙に臨むオバマ大

統領にとって、国民の最大関心事である景
気・雇用問題に対する取組を通じ、国民の信
頼を取り戻していくことは、再選への鍵とな
る。同大統領は、共和党との対立から議会審
議がこう着する中、議会を通過させる必要が
ない行政措置・大統領令を活用した経済対策
を実施する等、景気・雇用問題に着実に取り
組む政権・民主党の姿を国民に印象付けよう
としている（イ経済（イ）各論参照）。

大統領選挙に向けた動向に関しては、オバ
マ大統領の支持率が低迷する一方、共和党の
候補者選びも飛び抜けて有力な候補者が存在
しない状況が継続した。6月の正式出馬前か
ら最有力候補と目されていたロムニー前マサ
チューセッツ州知事が党内保守派の支持を固
め切れない中、対抗する有力候補がバックマ
ン現下院議員、ペリー現テキサス州知事、ケ
イン元ピザチェーン店CEO、ギングリッチ
元下院議員、ポール現下院議員、サントラム
元上院議員とめまぐるしく替わり続け、2012
年1月3日のアイオワ州党員集会から始まる
予備選挙を迎えることとなった。

イ	 経済
（ア）総論

2008年のいわゆるリーマン・ショック以
降、政府による金融機関支援や景気刺激策等

1	 小さな政府を主張し、オバマ政権のヘルスケア政策等を批判。全国的な組織を持たない市民運動だが、最近の米国の選挙で大きな影響力を持つ。
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の政策効果もあり、GDP成長率は2009年第
3四半期以降プラスに転じたものの、2010年
後半から低下し、2011年に入るとその回復
は大幅に鈍化した。失業率も、2011年半ば
以降緩やかに低下し、2012年1月には8.3%
と2009年2月以来の水準にまで回復したもの
の、依然として高水準にとどまっている。高
い失業率の継続や住宅価格の下落等、景気回
復が停滞するリスクが残るとともに、財政赤
字の削減も不可欠であり、経済回復と財政再
建の両立が政府の優先課題となっている。

2012年1月の一般教書演説においてオバマ
大統領は、優先課題である経済成長、雇用創
出及び国際競争力強化のため、製造業振興、
輸出促進、エネルギー開発推進及びクリーン
エネルギーを始めとするイノベーションを支
援する方針を示すとともに、財政赤字削減に
取り組む決意を示した。また、富裕層向けの
いわゆる「ブッシュ減税」の問題点や「バ
フェット・ルール」に言及しつつ、公平性確
保のための税制改革の必要性を強調した。

（イ）各論

経済回復をめぐっては、2011年1月、オバ
マ大統領は、ビジネス・リーダー等から成る

「大統領雇用・競争力評議会」を設置し、議
長をジェフリー・イメルトGE会長兼CEOと
する旨の発表を行った。9月には、オバマ大
統領は、約4,500億米ドル規模の米国雇用法
案を議会に提案した上で、同法案を即座に通
過させるよう要請したものの、議会での審議
は難航し、最終的に成立したのは、社会保障
税減税及び失業給付延長措置の2012年2月末
までの延長等、退役軍人の雇用促進策等のみ

にとどまった。
財政再建をめぐっては、4月に連邦政府閉

鎖への期限が迫る中、歳出を前年度水準から
400億米ドル削減した2011会計年度（2010年
10月～2011年9月）歳出法案が可決された。
8月には、連邦政府のデフォルト懸念が高ま
る中、連邦政府の法定債務限度額を引き上げ
る法律が成立し、10年間で歳出を9,000億米
ドルの歳出削減がなされるとともに、超党派
の特別委員会を設立し、更なる財政赤字削減
策を検討することとされた。しかし、民主・
共和両党の激しい対立の結果、11月、同委員
会共同議長は「超党派の合意に至ることは不
可能との結論に達した」との声明を発表した。

米 国 連 邦 準 備 制 度 理 事 会（FRB） は、
2011年8月に開催された米国連邦公開市場委
員会（FOMC）定例会合において、「少なく
とも2013年半ばまで、フェデラル・ファン
ド金利の異例な低水準が正当化される可能性
が高い」と表明した。さらに、9月には、い
わゆるツイスト・オペ 2の実施、住宅ローン
担保証券への再投資を表明した。

通商面では、2010年の一般教書演説でオ
バマ大統領が提案した「国家輸出イニシア
ティブ」に基づき、向こう5年間での輸出倍
増を目指し、様々な輸出促進策がとられた。
ブッシュ政権下で署名後、議会による承認が
得られていなかった韓国、コロンビア、パナ
マとのFTAについては、2011年10月に米国
議会で実施法案が可決し、オバマ大統領が署
名した。また、TPPについては、11月のホ
ノルルにおけるAPEC首脳会議の機会に開
催されたTPP首脳会議において、協定の大
まかな輪郭を示す文書が発出された。

2	 「オペレーション・ツイスト」ともいわれ、中央銀行が長期証券を購入する操作と、短期証券を売却する操作、若しくはそれぞれの証券の購入と
売却を同時に行うことで、通貨の資金量を基本的に変えることなく、長・短期金利を逆の方向に動かす市場操作のこと。
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Column

東日本大震災に際しての米国からの支援
2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災に際しての米国からの支援は、その内容と規模におい

て突出しており、多くの日本国民にとって米国との同盟関係を改めて心強く感じさせるものでし
た。日米両国は、発災当日の首脳電話会談を皮切りに、3 月の間に 5 回に及ぶ首脳・外相間での電
話会談を実施するなど、両国政府のあらゆるレベルで緊密な意思疎通を図り、この未曽有の震災に
対応しました。オバマ大統領が繰り返し「可能なあらゆる支援を行う用意がある」と表明したよう
に、米国からは震災直後から米軍の展開、レスキュー隊、原子力専門家の派遣など迅速かつ大規模
な支援を受けました。また、国民レベルでも、米国各地で多くのチャリティー・イベントが開催さ
れ、民間団体や著名アーティスト、幼い子供を含め、多くの米国民からの励ましの言葉が届いたほ
か、米国赤十字への義援金は 2 億 9,600 万米ドルに達しました注。こうした東日本大震災への対応・
支援を通じ、日米同盟の強固さ、そして日米両国民間の絆の強さが改めて証明されました。ここで
は、その中でも、トモダチ作戦及びトモダチ・イニシアティブ（TOMODACHI）に焦点を当て、イ
ンタビューも交えつつ、その内容を紹介します。

注	 米国赤十字社が2011年8月11日現在として公表している米国赤十字社の集金額。

バートン・M・フィールド在日米軍司令官
私は、3 月 24 日から 4 月 11 日までの期間、統

合支援部隊 ‘JSF 日本 ’ の副司令官として、また 4
月 11 日から 5 月 31 日まで同部隊の司令官として
自衛隊と緊密に協力し、トモダチ作戦を支えま
した。この間、捜索救助を始め、放射能レベル
の調査、被災地への迅速な支援の提供を確保す
ることに至るまで、作戦全体を監督する責務を
負いました。この作戦は、米国から日本へのコ
ミットメント（同盟国としての支援の意思）を
示すことになるとともに、これまで二つの同盟
国の間で、共同訓練や連携を通じて進歩・発展させてきた日米同盟の強
固さや能力の高さが試されることにもなりました。

災害から数か月たった後も、日本の復興努力に役に立ちたいとの思い
を胸に、在日米軍の指揮を継続しました。日本政府の対応、自衛隊の対
応、そして日本国民の強靭な意志の力と苦難から復興に向かう力の強さ
に大きな感銘を受けました。在日米軍が、日本に居住する地域の一員と
して、また、同盟国の一員として、日本の復興努力に献身できることは
とても光栄なことです。

空母「ロナルド・レーガン」
（写真提供：U.S. Navy Photo）

宮城県女川町で地上に書かれたメッセージ
「THANK YOU USA」
（写真提供：U.S. Navy Photo）

1．トモダチ作戦
震災発生直後、西太平洋沖に展開していた空母「ロナルド・レーガン」を始め、米軍は迅速に被災地支

援作戦を開始しました。自衛隊との緊密な協力の下行われたこの作戦は、「トモダチ作戦」と命名され、
米軍は、最大時人員約 2 万 4,500 名、艦船 24 隻、航空機 189 機（全て在日米軍公表の数値）を投入するな
ど、空前の規模で行方不明者の捜索・救助、被災地への物資の輸送・提供、空港の復旧作業、さらには東
京電力福島第一原発に関連する様々な支援といった幅広い活動を実施しました。このような米軍の献身的
な働きぶりを目にした被災者から感謝の言葉が寄せられるなど、被災地では作戦名の「トモダチ」にふさ
わしい多くの心の交流も生まれました。こうした活動は、日頃の協力に基づいた日米同盟の強固さを示す
ものであると同時に、日本にとっての日米同盟及び在日米軍の重要性を改めて認識させるものでした。
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2．トモダチ・イニシアティブ（TOMODACHI）
トモダチ・イニシアティブ（TOMODACHI）とは、東日本大震災からの日本の復興を支援するとともに、

日米間の文化的・経済的な結びつきを更に強化し、友好を深めるべく、両国の将来の世代に投資する官民
の協力です。米国政府及び非営利公益法人の米日カウンシルが主導し、日本政府のほか、日米両国の企
業・団体・個人が幅広く支援を行っています。TOMODACHI は、互いの文化や国柄を理解し、日米同盟を
支える「TOMODACHI 世代」の育成を目指しており、そのために教育、異文化交流、起業支援、指導者育
成等のプログラムを実施・支援しています（詳細は http://www.usjapancouncil.org/ を参照）。

ジェイソン・チャットマン（海兵隊伍長）
私は、統合支援部隊日本前方指揮分隊に所属

し、3 月 12 日から 4 月 5 日まで任務につきまし
た。この間、宮城県仙台市において、被災者へ
物資を提供するため、現地の調査や輸送支援等
を含め、自衛隊員たちと共に 20 種類以上の任務
に携わりました。一方、広報カメラマンでもあ
る私は、現場で実施されたトモダチ作戦に関わ
る活動を写真や動画で記録することにも努めま
した。日本の自衛隊員や人々に接していて印象
的だったのは、あのような巨大な悲劇の中で発
揮された立ち直る力の強さです。そして、困難の中でお互いに助け合う
日本の家族の姿にも心を打たれました。

今回の救助作戦は全体として、とても良い結果を出すことができたと
信じています。特に、日米双方の関係を全体として強化し、双方の担当
者同士の絆も強めたと思っています。今回の協力を通じ、日本の皆様が
助けを必要とする時には、いつでも日米両国がこれまで築いてきた強い
絆に基づき米軍を頼ることができるということを知っていただけたのな
ら幸いです。

ジョン・V・ルース駐日米国大使
TOMODACHI は日米両国の深い関係を体現し

ています。悲劇的な東日本大震災の直後、米国
はトモダチ作戦を通じ、微力ではありますが日
本の友人たちへの支援に貢献できたことを誇り
に思っています。また、米国の民間部門や国民
から驚くほど多くの精神的支援や義援金が寄せ
られ、米国から来た大勢のボランティアのお陰
で、被災地では両国間に新たな関係が生まれま
した。この機運を捉え、私たちは日本を支援す
る長期的な取組として TOMODACHI を立ち上げ
ました。国や地方の指導者、学生、ボランティアの人々との対話から、
教育・文化・起業・指導者育成などの分野で、若者同士のつながりを強
化・拡大しなければならないことが明らかになりました。そこで私たち
は TOMODACHI を通じ、近い将来、日本と米国、そして日米関係を担う
ことになる日米の若者たちへの投資に力を注いでいます。この新しい
TOMODACHI 世代がつくり上げる絆は、将来の日米関係の基盤となるで
しょう。

仙石線野
の

蒜
びる

駅（宮城県東松島市）において、
鉄道の復旧活動に従事する米陸軍

（写真提供：U.S. Army Photo）

石巻渡
わたのは

波小学校に設置された避難所において、
被災者の話を聞く米海兵隊隊員

（写真提供：U.S. Marine Corps Photo）

TOMODACHI 関連イベントで講演する
玄葉外務大臣（写真提供：米日カウンシル）

日本の子供たちのために野球教室を開く
元大リーガーのカル・リプケン・ジュニア氏

（写真提供：米日カウンシル）
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	 2	 カナダ

（1）日加関係（日加経済関係を含む）

首脳間では、5月のG8ドーヴィル首脳会議
に際して菅総理大臣がハーパー首相との間で
首脳会談を行ったのを始め、9月には国連総
会の際に野田総理大臣とハーパー首相との首
脳会談、また12月には両首脳間の電話会談が
行われた。これらの首脳会談では、日加関係
進展のための幅広い分野での意見交換が行わ
れ、日加EPA共同研究会合を早期に終了し、
交渉開始に向けて取り組むことで一致した。

東日本大震災に際しては、カナダから、毛
布2万5,000枚、線量計等5,005台及び放射線
サーベイメーター等153台の支援を受けた。
また、6月には、カナダ政府は、世界に先駆
けて日本産食品の輸入管理強化措置を完全撤

廃し、カナダ主要5都市で震災後の日本との
ビジネス関係の再構築を訴えるセミナーを開
催し、8月には旅行制限措置を見直す等、東
日本大震災からの復旧・復興に向けて多大な
支援を行った。

政府間の対話では、8月に日加外務・防衛
次官級「2+2」対話が実施され、安全保障を
めぐる様々な議論が行われた。

日加経済関係に関しては、2月に行われた
日加次官級経済協議において、日加両政府は
日加間のEPAの可能性に関する共同研究を
開始することで一致し、3月、4月、及び7月
にそれぞれ共同研究会合を開催した。

（2）カナダ情勢

2011年5月、第41回カナダ連邦下院総選
挙が実施され、その結果、ハーパー首相が率
いるカナダ保守党が、2006年の保守党政権
発足以降初めて過半数を獲得し、安定した政
権運営が可能となった。新民主党（NDP）
は結党以来最多議席（103議席）を獲得、野
党第一党の地位に就いた。他方、自由党及び
ブロック・ケベコワ（BQ）は結党以来最少
議席（それぞれ34議席及び4議席）にとどま
り、それぞれの党首自身も落選するなど、カ
ナダ連邦下院における野党構成が大きく変化
した。

5月の施政方針演説では、雇用と経済成長
を政府の最重要課題と位置付け、①「雇用と
経済成長」のほか、②「財政赤字削減」、③
社会保障等の「各家庭への施策」、④「国防
強化」、⑤「犯罪対策」、⑥「コミュニティ及

び産業のための施策」、⑦政党助成金撤廃や
上院改革等の「説明責任強化のための施策」
の7項目を重点課題とした優先政策を発表し
た。

外交面では、アフガニスタン支援、米国・
米州等の伝統的友好国・地域の重視、経済

（FTAなど）・外交などを引き続き基本方針
として追求した。アフガン復興支援では、7
月に戦闘任務が終了し、アフガン国家治安組
織に訓練や職業能力向上サービスを提供する
支援に移行している。対米関係では、2011
年のハーパー首相の2度の訪米等を通じ、経
済分野や国境管理等の関係強化が図られてい
る。また、経済外交では、EUやインドとの
FTA交渉を始めとする経済活性化・雇用促
進に資する外交が展開されている。

カナダ経済は、世界的な金融危機による景
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気後退期以降は順調に推移してきており、実
質GDP（前期比）も2011年第2四半期にア
ルバータ州北部の山火事及びメンテナンスの
ための工場閉鎖による石油製造の縮小に伴う
石油・ガス産業の輸出減、並びに日本の大震
災に起因する自動車部品等の供給混乱による

自動車関連産業の輸出減少等により、一時的
に後退するものの、概

おおむ

ねプラス成長を維持し
ている。カナダ銀行は、政策金利を2010年9
月に1％まで引き上げ、1年以上据え置いて
いる。失業率は2011年9月には約3年ぶりに
7％を切り、雇用も徐々に回復している。
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